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税
金
は
医
療
や
教
育
の
充
実
、
安
全
や
秩

序
の
維
持
な
ど
、
わ
た
し
た
ち
の
暮
ら
し
を

豊
か
に
す
る
市
の
大
切
な
財
源
で
す
。
忘
れ

ず
に
納
期
限
ま
で
に
納
税
し
ま
し
ょ
う
。

税
の
公
平
性
の
た
め
に

　

大
多
数
の
人
が
納
期
限
を
守
っ
て
納
税
し

て
い
ま
す
。
期
限
内
納
税
者
と
の
公
平
性
を

保
つ
た
め
、
滞
納
を
放
置
す
る
こ
と
は
で
き

ま
せ
ん
。
市
で
は
、
法
律
に
基
づ
き
滞
納
処

分
（
差
し
押
さ
え
）
を
行
っ
て
い
ま
す
。

納
期
限
内
に
納
税
さ
れ
な
い
と

　

納
期
限
か
ら
20
日
以
内
に
督
促
状
が
送
付

さ
れ
、督
促
手
数
料
が
発
生
し
ま
す
。
ま
た
、

完
納
す
る
ま
で
の
期
間
に
応
じ
て
延
滞
金
が

発
生
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

滞
納
処
分

　

納
期
限
が
経
過
し
て
も
納
税
や
納
税
相
談

が
な
い
場
合
、
徴
税
吏り

員い
ん

（
税
務
課
職
員
）

に
よ
り
差
し
押
さ
え
な
ど
の
滞
納
処
分
が
執

行
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

差
し
押
さ
え
た
財
産
は
、
公
売
な
ど
に
よ

り
換
価
さ
れ
滞
納
し
て
い
る
市
税
な
ど
に
充

て
ら
れ
ま
す
。

◆
差
し
押
さ
え
件
数

　

平
成
28
年
度
は
３
５
０
件
の
差
し
押
さ
え

を
執
行
し
ま
し
た
。
ま
た
、
動
産
や
不
動
産

の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売
お
よ
び
一
般
公
売

も
実
施
し
ま
し
た
。

　

今
後
も
滞
納
処
分
に
よ
り
、
滞
納
の
縮
減

を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

●
納
税
に
関
す
る
相
談
窓
口
は

　

税
務
課
収
納
対
策
室（
☎
53
‐
３
３
６
１
）

　

や
む
を
得
な
い
理
由
で
期
限
内
の
納
税
が

困
難
な
場
合
は
、
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

税
金
は
期
限
内
納
税
が
原
則
で
す

税の公平性を保つため
　滞納処分をしています。

差し押さえ実績（平成28年度）
項目 件数

預貯金 177
生命保険 61
給与など 7
国（県）税還付金 49
出資金 40
賃借料 7
不動産 5
その他 4

合計 350

　地方税法の規定により、
納期限経過後20日以内に
督促状を送付します。納
期限の翌日から延滞金が
計算されます。

　市では督促状を送付し
ても納税がない場合は、
催告書の送付や電話によ
る催告を行う場合があり
ます。

　差し押さえ後も納税が
ない場合、差し押さえら
れた財産は、滞納者の意
志にかかわらず、公売な
どにより換価し、滞納市
税などに充てます。

　督促状や催告書を送付
しても納税がない場合は、
滞納者の財産を確認する
ために、官公署・金融機
関・勤務先・取引先など
に対して調査を行います。
これらの調査や捜索は、
滞納者に事前に了承を得
ずに行うことができます。

納期限を過ぎても納税され
ない場合

督促・催告

◎差し押さえの流れ

差し押さえ・公売・換価

税充当

財産調査




